
 

第Ⅳ部門    市街地の公共空間等からみた延焼防止効果に関する研究 
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１． 研究の背景 
わが国では、昭和初期頃に建物同士の間隔が著

しく少ない建造物が多く造られてきた。結果、都

市部において地震及びそれに伴う火災に対して

弱点のある都市形成がなされてきた。そのために、

1995 年に起こった阪神・淡路大震災（以降、震
災）では、長屋などが建ち並ぶ兵庫区や長田区で

大規模な火災が発生し、それにより大きな被害を

もたらした。 
震災によって大きな被害を受けた地区は、区画

整理事業や再開発によって道路幅が建築基準法

で定められている４ｍ以上に広げられたり、公園

等の施設が設置・拡大されたりするなど、公共空

間面積が以前に比較して増大した。 
この結果として神戸市兵庫区・長田区内におけ

る公園緑地及び道路等の公共空間が、将来同規模

の地震が発生した場合に伴う火災等に対してど

のような影響を及ぼすかを調べる。これに並行し

て、地図(1)により“公共空間面積の割合”及び“外

周長さと面積の比”を測定する。また、公園の数

や防火水槽の数など防火施設について現地調査

を行う。 
多くの地区で大きな被害が出たが、震災前に土

地区画整理事業が行われた地区では大きな被害

が起こらなかった。今回はその中でも兵庫区上沢

通が挙げられる。また対照的に震災による火災延

焼でほぼ全域が全焼してしまったのが御蔵通で

ある。この二つの地域の調査結果を基準として、

他の地区と比較検討することを目的とする。 
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図‐１ 道路幅員別の延焼停止率(2) 
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２． 調査対象 

・調査項目…公園、路地の面積 
公共空間の割合（外周道路を含む） 
公共空間の割合(外周道路を含まない) 

   外周長さと面積との比 
     公園、学校、プール、防火水槽の有無 
 
・調査地区…松本通・上沢通・下沢通・中道通・

水木通・大開通・塚本通・羽坂通・

駅前通・浜崎通・須佐野通・松原通 
長田区御蔵通 

 
３． 調査結果 
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図‐３ 公共空間の割合(外周道路を含まない) 
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図‐４ 外周長さと面積の比 
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図‐５ 事業後の上沢通の調査結果 
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図‐６ 震災前の御蔵通の調査結果 
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図‐７ 延焼防止施設数 
 

４． まとめ 
今回の研究では、震災時に被害の少なかった

“上沢通”、被害の大きかった“御蔵通”、土地区

画整理事業が行われた“松本通”の公共空間の割

合や外周長さと面積の比などの結果を中心にそ

の他の地区との比較検討を行った。 
 
①  震災で大きな被害を受けた“松本通”は、

土地区画整理事業によって３ヶ所の公園(3)が

設置された。また、外周道路及び細街路が大

きく広げられ、公共空間の面積は全体の

16.8％を占めた。この値は、今回の調査地域
の中で一番大きく、行政による土地区画整理

事業は公共空間を確実に増加させていると思

われる。さらに、“松本通”では最低の道路幅

が建築基準法で定められた４ｍ以上であり、

場所によっては 10ｍの道路が設置されてお
り、延焼停止率も高いことがわかる。 
このことから行政による土地区画整理事

業は公共空間を増加させ、延焼防止効果が向

上すると考えられた。 
 
②  外周長さと面積の比は、4ｍ以上の細街路の
総延長がより長いことにより増加するもので、

この値が大きくなるにつれて公共空間が大き

いということが分かり、延焼に対する防災効

果も増すと考えられる。土地区画整理事業が

行われた“松本通”と“上沢通”では、行わ

れていない他の地区と比較した結果、約 2 倍
と大きくなった。①と同様に、行政による土

地区画整理事業は外周長さと面積の比を増加

させると共に延焼防止効果も向上させると考

えられた。 
 
③  すべての調査の結果、震災前に土地区画整

理事業が行われ、被害の少なかった“上沢通”

は図‐５の様になった。また、震災による火

災の延焼で大きな被害を受けた“御蔵通”は

図‐６の様になった。他の地区をこれらと比

較することで、その地区延焼防止効果を知る

ことが出来ると判断した。 
図‐５とほぼ同形である“松本通”“中道

通”は、今後同規模の地震火災が起きても延

焼防止に対して有利であり、逆に、図‐６と

同形をとった“羽坂通”“駅前通”は不利で

あると考えられる。今回は出火がなかったた

めに火災による被害はなかったが、もし出火

していれば大きな被害が出ると考えられた。 
 
④  今回の調査および解析により、今後とも土

地区画整理事業の推進による公共空間の設置

が都市の防災特に延焼防止に対して効果があ

ると考えられた。 
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